
消費者教育計画とは・・・ 

インターネット通信販売トラブル

高齢者を対象とする詐欺・低年齢児童によるゲーム課金トラブル

高度情報化の結果，通信契約などのトラブル

産業グローバル化による事業者や契約内容の国際化

消費者教育の推進に関する法律 (施行日平成 24年 12月 13日) 

消費者教育の推進に関する基本的な方針（閣議決定平成25年 6月 28日） 

「誰もが，どこに住んでいても，生涯を通じて，様々な場で，消費者教育を受けることができる機会を提供し，効果的に推進」
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様々な場で，生涯を通じた連続性を持った教育 

・学校，家庭，地域，職域 

人材（担い手）の育成・活用 

・学校教職員，消費者団体，地域福祉関係者，事業

者 

情報提供 
既存の高齢者見守り組織，防犯組織等

消費生活行政の観点が溶け込む 機能強化

・合理的な意思決定のできる消費者の育成

・消費者の参画協働によるより良い消費社会の実現

消費者の自立支援

地域による消費者トラブルの防止

消費者としての力をつける

社会的役割を認識する

偽装表示・マルチ商法・催眠（ＳＦ）商法・架空請求・不正な販売

従来からの課題

最近の課題

今後予想される課題

18歳から契約当事者→大学生のマルチ商法，賃貸住宅トラブル
消費者の知識欠如につけ込む商法→消費者にも責任がある

複雑な消費活動の低年齢化→電子マネー利用拡大

マイナンバー等制度変更に乗じた犯罪・悪質商法

自立した消費者によるトラブルの事前回避 

消費者団体による協力
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